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１．はじめに 

 東日本大震災では浦安市などの東京湾岸地域において地盤の液状化が発生し、戸建住宅が沈下・傾斜する被害が

発生した。これを背景に戸建住宅の液状化被害軽減方法として文献 1) に提示される方法例を用いた技術開発が進

められており、筆者らは基礎下地盤を薄鋼矢板で囲込む工法の開発を行っている 2),3)。この工法は液状化した（また

は剛性の低下した）地盤の流動を薄鋼矢板（以後、矢板）が抑制することで被害軽減効果を期待するものである。

さらに一般の鋼矢板（厚さ 10～15mm 程）よりも薄い鋼矢板（厚さ 2.3mm）を用いることで導入コストの低減が図

れる。本論文では既設住宅を対象とし、また施工上の想定される問題点（例えば、囲込み矢板が必ずしも閉合しな

いなど）を考慮した 1/4 模型振動台実験を実施し、本工法の被害軽減効果について検討する。 

 

２．実験概要 

図 1 に実験モデルおよびセンサー配置図を示す。実験

地盤は非液状化層（Dr=80%, 厚さ 2.3m）および液状化

層(Dr=40%, 厚さ 2.5m)の 2 層構造とし、大型せん断土槽

(長さ 10.0m, 幅 3.6m, 高さ 5.0m)の底盤から非液状化層、

液状化層の順に空中落下法により作製した。地盤材料は

栃木県産の日光硅砂 6 号を用いた。住宅模型は基礎をコ

ンクリート製、上部構造を木造とし、地表面に 2 棟設置

した。北側の基礎の大きさは長さ 2.5ｍ,幅 1.7m,高さ

0.17m である。南側模型では既設住宅に対する施工を想

定し、北側と同じ基礎に対して 4 側面を拡幅基礎で連結

し 0.5m 拡幅した。基礎下には液状化被害軽減を目的と

する矢板を設置した。矢板長は両側ともに 1.25m（液状

化層厚の半分）である。北側矢板は実施工において囲込

み矢板が完全に閉合しない場合を想定し非閉合とした。

さらに既設住宅の埋設管等を回避するための吹出部を

設けた（吹出部の先端は開口）。囲込み範囲は、概ね長

さ 2.1m,幅 1.3m である。南側は囲込み範囲を 3.12m,幅

2.34m とし、頭部は拡幅基礎と連結した。写真 1 に矢板

の設置状況を示す。地下水位は GL-0.25m とした。地盤内には加速度計および間隙水圧計等を設置し、住宅模型の

基礎には非接触型変位計と加速度を設置した。また、地表面沈下量を巻取式変位計で計測した。上記の実験モデル

に対して正弦波 120gal, 2Hz, 120 波の加振条件で振動台実験を実施した。この加振波形は東日本大震災の東京湾岸の

地震波と等価な繰り返しせん断波を求め、かつ、振動台の加振能力を考慮して求めた。 
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図 2 基礎および地表面の平均沈下量の時刻歴 

図 3 基礎のめり込み沈下量の時刻歴 

図 4 基礎の傾斜量の時刻歴 

２．基礎の沈下量および傾斜量 

 図 2 に基礎および地表面の平均沈下量の時刻歴を示す。図

には台加速度の時刻歴も併せて示した。基礎の平均沈下量は

各々の基礎の両端および中央部分の変位計測 3 点（図 1 の青

矢印）の平均値であり、地表面の平均沈下量は自由地盤部 3

か所（図 1 の緑丸）の平均値である。実験開始（0 秒を実験開

始と定義する）から約 47 秒までは両側基礎および地表面はぼ

ぼ同じ沈下挙動を示しているが、これ以降、地表面は沈下し

ないが、両側の基礎はこれまでの沈下速度を維持しつつ沈下

している。また、加振終了後、地表面は再び沈下し、両側基

礎も沈下速度は緩やかになるものの沈下している。図 3 に基

礎のめり込み沈下量の時刻歴を示す。めり込み沈下量は基礎

の平均沈下量から地表面の平均沈下量を差引いたものである。

図 2 同様、両側の挙動はほぼ同じである。実験開始から約 47

秒以降は一定速度で両側ともに沈下し、加振終了後はゆっく

りと浮き上がっている。これは図 2 において住宅模型の沈下

よりも、地表面の沈下が大きいことに依る。図 4 に住宅模型

の傾斜量の時刻歴を示す。傾斜量は基礎両端の相対変位を基

礎幅 2.5m で除し、x/1000 で表したものである。傾斜量は北型

と南側でほぼ反対称な挙動を示している。表 1 に実験開始か

ら 100 秒後と 3 時間後の実験結果を示す。参考のために無対策に対する実験結果 3)も示した。なお、3 時間後の値

はレベル測量による。表より無対策の場合と比較すると、北側・南側ともにめり込み沈下量および傾斜量は軽減し

ており、本工法の液状化被害軽減効果が確認できる。この理由として矢板が液状化した、または剛性の低下した地

盤の流動を抑制することが挙げられる。また、本実験では 3 時間後の地表面平均沈下量は 38.4mm であり、100 秒

後から 10.4mm 増加するのに対して、平均沈下量の増加量は約 2～3mm であり、本工法は加振によって発生した過

剰間隙水圧の消散に伴う住宅模型の沈下も軽減できるものと考えれられる。3 時間後の傾斜量は 100 秒後と比較す

ると両側ともに回復しているが、これは閉切られた土槽内の実験のために生じる現象と推察される。なお、対策工

の違いによる沈下・傾斜量に大きな違いは見られなかった。 
 

表 1 実験結果 

平均
沈下量

(mm)

めり込み
沈下量
(mm)

傾斜量
(/1000)

平均
沈下量

(mm)

めり込み
沈下量
(mm)

傾斜量
(/1000)

めり込み
沈下量
(mm)

傾斜量
(/1000)

100秒後 28.0 51.2 23.2 -6.7 52.2 24.2 7.0 － 11.1
3時間後 38.4 53.3 14.9 -0.8 55.3 16.9 0.8 141.1 0.18

無対策（北側設置）３)南側住宅模型 北側住宅模型
地表面

平均沈下量
(mm)

実験開始
からの

経過時間

 
※傾斜量の符号は右下がりが正である  

３．まとめ 

本研究では戸建住宅の液状化被害軽減工法として基礎下を薄鋼矢板で囲込む工法を考案し、既設住宅を対象とした、

かつ施工上想定される問題点を考慮した 1/4 振動台実験を実施し、軽減効果について実験的な検討を行った。その結果、

本対策の軽減効果を確認した。今後、FEM 解析を用いた軽減効果メカニズムの解明や設計法の確立等を行う予定である。 
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